平成２７年第２回館山市国民健康保険運営協議会
議事録（審議事項）概要

《審議事項（諮問）》
（１）平成２７年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について

（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正案について

※上記、審議事項について説明等を行いましたが、その概要については以下のとおりです。
＜説明概要＞
審議事項の１、平成２７年度館山市国民健康保険特別会計補正予算について説明します。
平成２６年度館山市国民健康保険特別会計の決算見込みの歳出の合計は、予算現額７２億５，２１３万６千円に対し、支出済額６８億７，０５３万６千円を見込み、対予算額９４．７パーセント、対支出総額１００パーセント、対前年度１００．２パーセントです。なお、予算現額については、前回の協議会の時と変わりません。また、対前年度は平成２５年度決算額との比較です。
　　次に、平成２６年度決算見込みにおける歳出の主なものについて説明します。
まず、保険給付費ですが、予算現額４７億７，０４５万３千円に対し、支出済額４４億５，４３２万１千円を見込み、対予算額９３．４パーセント、対支出総額６４．９パーセント、対前年度は９７．３パーセントです。
　　次に、後期高齢者支援金等ですが、予算現額９億２，４９４万５千円に対し、支出済額９億２，４８８万５千円を見込み、対予算額１００パーセント、対支出総額１３．５パーセント、対前年度は１０１．８パーセントです。
　　次に、介護納付金ですが、予算現額４億２，０１０万６千円に対し、支出済額４億１，９６５万５千円を見込み、対予算額９９．９パーセント、対支出総額６．１パーセント、対前年度は１００．５パーセントです。
次に、共同事業拠出金ですが、予算現額７億５，２４６万１千円に対し、支出済額７億２，２８０万円を見込み、対予算額９６．１パーセント、対支出総額１０．５パーセント、対前年度は１０３．４パーセントです。
　　次に、基金積立金ですが、予算現額１億５，３２０万８千円に対し、支出済額１億５，３２０万６千円を見込み、対予算額１００パーセント、対支出総額２．２パーセント、対前年度は２０３．８パーセントです。
　　次に、平成２６年度館山市国民健康保険特別会計の決算見込みの歳入の合計は予算現額７２億５，２１３万６千円に対し、収入済額７１億８，４６１万７千円を見込み、対予算額９９．１パーセント、対収入総額１００パーセント、対前年度は９９．３パーセントです。
　　次に、歳入の主なものですが、国民健康保険税は現年課税分と滞納繰越分の合計で、予算現額１５億１，９９１万７千円に対し、収入済額１５億６，９４７万５千円を見込み、対予算額１０３．３パーセント、対収入総額２１．８パーセント、対前年度は９１．３パーセントです。
　　また、現年課税分の収納率は、平成２５年度が９２．３２パーセントで、平成２６年度は９３．３８パーセントを見込んでいます。
　　次に、国庫支出金ですが、予算現額１４億９，７６４万２千円に対し、収入済額１４億６,６８７万円を見込み、対予算額９８パーセント、対収入総額２０．４パーセント、対前年度は９４．７パーセントです。
次に、療養給付費等交付金ですが、予算現額３億９，５７３万５千円に対し、収入済額３億５，６３９万９千円を見込み、対予算額９０．１パーセント、対収入総額５パーセント、対前年度は８２．８パーセントです。
次に、前期高齢者交付金ですが、予算現額１８億１，９３０万２千円に対し、収入済額は同額の１８億１,９３０万２千円を見込み、対予算額１００パーセント、対収入総額２５．３パーセント、対前年度は１０６パーセントです。
次に、県支出金ですが、予算現額３億７，３４１万２千円に対し、収入済額３億８，８５４万７千円を見込み、対予算額１０４．１パーセント、対収入総額５．４パーセント、対前年度は９９．６パーセントです。
次に、共同事業交付金ですが、予算現額６億７，９９２万円に対し、収入済額６億７，８５９万３千円を見込み、対予算額９９．８パーセント、対収入総額９．５パーセント、対前年度は９２．６パーセントです。
次に、繰入金ですが、予算現額５億７，４４６万１千円に対し、収入済額４億９，１１３万９千円を見込み、対予算額８５．５パーセント、対収入総額６．８パーセント、対前年度比は１０９．３パーセントです。
次に、繰越金ですが、予算現額３億８，０２８万２千円に対し、収入済額は同額の３億８，０２８万２千円を見込み、対予算額１００パーセント、対収入総額５．３パーセント、対前年度は１７１パーセントです。
収入済額の合計７１億８，４６１万７千円から支出済額の合計６８億７，０５３万６千円を差し引いた収支差し引き残額３億１，４０８万１千円については、全額を平成２７年度に繰り越します。
次に、国民健康保険財政調整基金ですが、平成２６年度は年度途中の国民健康保険税などの減額補正による歳入予算の不足分をこの基金から繰り入れた結果、平成２６年度中の基金からの繰入額の合計は６，８６４万円でした。しかしながら、平成２６年度国民健康保険特別会計において、決算剰余金が見込まれるため、平成２６年度中に基金から繰り入れた６，８６４万円を基金に戻すことで、平成２６年度末の国民健康保険財政調整基金保有額は５億５，５６２万３，０３９円を見込んでいます。
　　なお、平成２６年度決算見込みの特徴は、世帯数と被保険者数が２５年度に比べ、それぞれ２８１世帯、８１８人と減少していることや被保険者１人当りの保険給付費が２６万５，０９１円と、２５年度に比べ５，１９２円増加していることです。
次に、６月補正予算案について説明します。今回の補正予算案については、平成２６年度の医療費実績額が確定したことから、当初予算の歳出と国民健康保険税の現年課税分以外の歳入予算を差し引いた結果、今年度の現年課税分の国民健康保険税必要額が確定されたことに伴い計上しました。
この時期、住民税などの申告による被保険者の所得が確定することから、今年度必要な国保税額を確保するため、被保険者の所得に対して、どのくらいの収納率に設定しなければならないか、また、どのくらいの国保税率を設定しなければならないかを検討したところ、収納率については、昨年引き上げた収納率を据え置くことにしました。なお、それぞれの収納率ですが、医療給付費分の一般分は８８パーセント、退職分は９３．５パーセント。後期高齢者支援金分の一般分は８８パーセント、退職分は９３．５パーセント。介護納付金分の一般分は８４パーセント、退職分は９３．５パーセントです。
また、国保税率ですが、昨年引き下げた国保税率を据え置くこととし、医療給付費分は７．８パーセント、後期高齢者支援金分は１．４パーセント、介護納付金分は１．７５パーセントです。
　　次に、６月補正予算案の概要について説明します。
歳入歳出予算の補正額は、当初予算額７７億５，５４１万７千円にそれぞれ補正額３億３，８１９万６千円を追加し、８０億９，３６１万３千円です。
まず、歳出ですが、保険給付費の療養給付費、療養費、高額療養費について、当初予算では平成２６年度の医療費の見込みを半年分の実績額を基に算出しましたが、２６年度の実績額がほぼ確定したことに伴い、平成２４年度から２６年度までの３年間の実績額を基に再度積算し直したところ、療養給付費は一般被保険者の診療費の増加による１億４，７３６万９千円と退職被保険者等の診療費の減少分マイナス８０９万２千円を合わせ、補正額１億３，９２７万７千円、６月補正後予算額４１億３，８８７万１千円です。また、療養費は一般被保険者の診療費の減少によるマイナス２９７万８千円と退職被保険者等の診療費の増加分５３万４千円を合わせ、補正額マイナス２４４万４千円、６月補正後予算額３，５３１万５千円です。また、高額療養費は一般被保険者の診療費の増加による３，３１２万６千円と退職被保険者等の診療費の減少分３４１万４千円を合わせ、補正額２，９７１万２千円、６月補正後予算額４億９，２１７万９千円です。
　　この結果、保険給付費全体では、補正額１億６，６５４万５千円、６月補正後予算額４７億１，５０３万３千円です。なお、昨年度の６月補正予算額に比べ、保険給付費全体では５，５４２万円の減少です。
　　次に、諸支出金ですが、平成２６年度療養給付費等負担金３，０６５万２千円の清算に伴うもので、補正額３，０６５万１千円、６月補正後予算額３，７６７万３千円です。
次に、基金積立金ですが、平成２７年度に繰り越す収支差引残額３億１，４０８万１千円から、上記の諸支出金の内、過年度療養給付費等負担金返還金３，０６５万２千円を差し引いた額２億８，３４２万９千円の２分の１に当たる額１億４，１００万円を国民健康保険財政調整基金に積み立てます。
　　次に、歳入ですが、国民健康保険税については、後ほど説明します。
まず、国庫支出金の内、療養給付費等負担金ですが、今回の歳出補正予算における一般被保険者療養給付費の増加により補正額４，９８２万６千円、６月補正後予算額１１億５，４８１万９千円です。また、財政調整交付金は平成２６年度の実績額が確定したことに伴い積算し直したところ、補正額マイナス５０７万９千円、６月補正後予算額２億８，４４９万２千円です。
　　この結果、国庫支出金全体では、補正額４，４７４万７千円、６月補正後予算額１４億９，０４８万３千円です。
　　次に、療養給付費等交付金ですが、歳出補正予算における退職被保険者等分の療養給付費及び高額療養費の減少によるマイナス１３７万４千円と過年度療養給付費等交付金における平成２６年度退職被保険者等に係る医療費の清算に伴う交付金の追加交付分１，３１９万６千円を合わせ、補正額１，１８２万２千円、６月補正後予算額３億４，２１４万４千円です。
　　次に、県支出金ですが、財政調整交付金について、歳出補正予算における一般被保険者の療養給付費などの増加に伴う９０９万５千円の増額補正で、県支出金の全体では、補正額９０９万５千円、６月補正後予算額３億６,１３１万６千円です。
次に、繰入金ですが、まず、保険基盤安定繰入金の保険者支援分で、補正額４，３６２万６千円、６月補正後予算額８，９９６万６千円です。これは今年度国民健康保険への財政支援の拡充として、保険者支援制度の改正が行われ、現行は７割軽減に対して１２パーセント、５割軽減に対して６パーセントのところ、改正後は７割軽減に対して１５パーセント、５割軽減に対して１４パーセント、２割軽減に対して１３パーセントにそれぞれ拡充されることに伴うものです。次に、財政安定化支援事業繰入金ですが、総務省通知により示された補正係数等を用いて、高齢者数及び保険税軽減世帯の割合を積算し直したところ、補正額４，１７５万４千円、６月補正後予算額６，７２７万４千円です。次に、財政調整基金繰入金ですが、今回の補正予算における歳入予算の不足分を国保財政調整基金から繰り入れるため、補正額、６月補正後予算額ともに２億２，１３７万４千円です。
　　この結果、繰入金全体では、補正額３億６７５万４千円、６月補正後予算額７億７，１６３万４千円です。
次に、繰越金ですが、平成２６年度決算見込み剰余金に合わせるため、補正額２億９，４０８万１千円、６月補正後予算額３億１，４０８万２千円です。

次に、国民健康保険税の補正予算案について、説明します。

国民健康保険特別会計予算では、歳出総予算額から国庫支出金などの歳入予算額を差し引いた不足分を国民健康保険税などで確保します。
　国民健康保険税のそれぞれの項目には、所得割に係る部分があり、今回、平成２７年度市県民税の課税の基礎となる所得が確定されたため、国民健康保険の被保険者の所得集計により必要とされる国民健康保険税の税率も含め算出した結果、国民健康保険税の現年課税分は補正額マイナス３億２，８３０万３千円、６月補正後予算額１３億１，２４５万１千円です。
　　次に、具体的な内容について説明します。国民健康保険税は７４歳以下の方が被保険者となる医療給付費分と後期高齢者支援金分、それと４０歳以上６４歳以下の方が被保険者となる介護納付金分の３項目で構成されています。今回は税率及び収納率の変更はありませんが、２月９日の館山市国民健康保険運営協議会で説明し、５月１４日の館山市議会臨時会で承認をいただいた平成２７年度地方税法等の改正に伴い、医療費給付費分の限度額が５１万円から５２万円に、後期高齢者支援金分の限度額が１６万円から１７万円に、介護納付金分の限度額が１４万円から１６万円に改正されています。また、５割軽減、２割軽減の拡充も併せて改正されています。これらの改正の結果、平成２７年度医療費給付費分の調定額見込額は１１億４，３７０万９千円、後期高齢者支援金分の調定見込額は２億２，０６７万８千円、介護納付金分の調定見込額は１億２，７３４万１千円で、合計が１４億９，１７２万８千円となり、この調定見込額に収納率を乗じた金額が予算額です。
次に、項目ごとに説明します。まず、国民健康保険税の医療給付費分ですが、市県民税の所得に基づき所得を集計すると、所得割の所得割課税基準額は９１億５，５７７万６千円となり、この所得割課税基準額に税率７．８パーセントを乗じて得た所得割総額と平成２７年度に見込まれる被保険者総数及び被保険者世帯総数に税率、均等割２３，４００円、平等割２９，４００円をそれぞれ乗じて得た額１３億８，２２６万７千円が課税総額です。次に、低所得者の軽減ですが、総所得が３３万円以下の世帯と総所得３３万円に２６万円の被保険者数に特定同一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た金額以下の世帯、さらに、所得総額が３３万円と４７万円に被保険者数に特定同一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た合計額以下の世帯を対象に、被保険者均等割額や世帯別平等割額の７割、５割または２割を軽減する制度で、例えば、７割軽減だと、本来、被保険者均等割額が２３，４００円のところ、その７割である１６，３８０円を減額し、７，０２０円となり、また、世帯別平等割額は本来２９，４００円のところ、その７割である２０，５８０円を減額し、８，８２０円となります。５割、２割軽減についても同様です。これらの低所得者の軽減に伴う減収分の総額が１億７，７２４万６千円です。また、課税限度額５２万円を超える合計額は６，１３１万２千円と算出され、これらを差し引いた額が医療費給付費分の調定見込額の１１億４，３７０万９千円になります。
また、医療給付費分と同様の考え方で算出した結果、後期高齢者支援金分の調定見込額は２億２，０６７万８千円となり、介護納付金分の調定見込額は１億２，７３４万１千円となります。
これら医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分、それぞれの調定額に収納率を乗じて算出した平成２７年度国民健康保険税現年課税分の６月補正後予算額は１３億１，２４５万１千円です。
　　以上で、平成２７年度館山市国民健康保険特別会計６月補正予算案の説明を終わります。
次に、審議事項の２、館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正案について説明します。

平成２７年度地方税法の改正に伴い、配当所得を利子所得、配当所得及び雑所得に条文の整備をするための改正です。なお、本改正案については、６月館山市議会定例会に上程する予定です。
　　以上で、館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正案の説明を終わります。
＜質疑応答等＞
【質疑　①】国民健康保険が広域化し、県単位になるに当たって、国保財政調整基金保有額は一般会計にいったん戻るのか。
【1 回答】これについては、まだ詳細が示されていません。なお、都道府県
　　化については、県から市町村に対して、国保税の収納額が示され

るため、それぞれの収納率等を勘案し、市町村が国保税率を定め
ることになると思います。
《審議事項結果（答申）》
審議事項（１）平成２７年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について及び審議事項（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正案について、原案どおり答申する。
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